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○事業概要

①被災墓地：南相馬市鹿島区北右田字南高屋釜108番　

　　　　　北右田高屋釜共同墓地　Ａ＝1,230㎡

　移転予定先：南相馬市鹿島区北右田字薬師堂238番　外2筆　雑種地

　　　　　　　第1工区　Ａ＝905㎡　　第2工区　Ａ＝509㎡

　【整備内容】

・墓地造成工事一式

第1工区　A=905㎡　　第2工区　A=509㎡

進入路築造（第1工区）

②被災墓地：南相馬市鹿島区南右田字谷地77番　外1筆

　　　　　　南右田谷地共同墓地　A=1,311㎡

　移転予定先：南相馬市鹿島区南右田字榎内147番1　畑

　　　　　　　A=2910㎡

　【整備内容】

・墓地造成工事一式　A=2910㎡

墓地造成工、法面保護工、土留擁壁工、墓地区画工、道路工、排水工

○実施主体

　南相馬市

○管理運営

する。

　①管理者：北右田行政区　②管理者：南右田行政区

※ この様式は、原則として、参考様式第１の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

地について、防災集団移転促進事業と連携し共同墓地を集団移転先付近に整備することに

　東日本大震災に伴う津波により流出し、同所での復旧が困難な北右田及び南右田共同墓

細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

よって、地域のコミュニティを確保する。

事業番号 細要素事業名 津波被災共同墓地整備事業

　移転した墓地の経営者は南相馬市とし、管理者は当該墓地の使用者で構成される団体

とする。なお、墓地完成後は、管理者が当該墓地の管理運営の一切の責任を負うものと
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事業目的等

事業内容

施設の位置：南相馬市鹿島区横手地内

施設の規模：延べ床面積　約800㎡、鉄筋コンクリート造2階建

施設の概要：サロン　「誰でもいつでも」をコンセプトに孤独死や閉じこもりをなく

　すため自由に利用できるスペースをつくり、いつ来ても誰かがいる、

　話し相手がいるコミュニティサロンを目指す。

　　　　　　大ホール　150～200人程度の会議室及び軽い運動ができる空間

　室内で子供から高齢者まで自由に身体を動かせるスペースを兼ねる。

　　　　　　小中会議室　20～50人程度の会議室を2、3部屋

　各団体のロッカースペースや会議室として利用する。

　　　　　　和室　　30畳程度の畳敷きの部屋

※ この様式は、原則として、参考様式第１の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

 市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 細要素事業名 コミュニティ施設整備事業

　
 現在の施設は昭和44年に福祉センターとして建設され、平成16年からはボランティア地
域支援センターとして、ボランティア団体や市民活動団体の育成及び支援を行なう施設と
して活用している。
　震災後の周辺地域には仮設住宅が建設され、また、被災住民の有力な移転候補地として
住宅化が既に進んでいる。
　当施設には、一室を「誰もが何時でも」利用できるサロンが設置され、活用されてきた
が、このような周辺地域の急激な環境の変化に伴い、被災住民同士や地域住民との交流の
場としてのサロンのニーズがより一層高まってきている。
　しかし、築43年になる施設では、サロンの面的な拡充は困難であるとともに、今回の東
日本大震災の被害により雨漏りがひどい状態であり、電気設備付近にも見られることか
ら、火災など二次災害の発生も懸念される。更には、未だ帰還を見合わせている市民に対
しても、魅力のある施設を提供できることなどを考えあわせて改築する。

　施設建設予定地は、駐車場も広く確保でき、保健センター、第1・2ディサービスセン
ター、特別養護老人ホーム、厚生病院に隣接し、鹿島区の福祉ゾーンに位置付けられる地
区であり、周辺には仮設住宅が設置され、被災住民の移転候補地として挙げられているこ
とから「誰もが集える場」として最適地である。

　鹿島区の防災集団移転や災害公営住宅は、平成25年度中頃から入居が可能となる見込み
であり、新規居住者間の情報共有の場、地域のコミュニティの場や市民活動の拠点施設と
して整備し、地域コミュニティ活動等を支援していくためには今年度から着手する必要が
ある。
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【跡地を活用した復興事業】

【ｽｹｼﾞｭｰﾙ】

平成25年1月 事業着手

平成25年3月　　 業務完了

平成25年4月以降　土地情報更新作業

※ この様式は、原則として、参考様式第１の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 細要素事業名 移転促進区域等土地権利等調査事業

事業概要

　萱浜・上渋佐・下渋佐地区

○南相馬市災害危険区域（1,980ｈａ）の土地権利等の調査及び土地情報データベースの
構築

【復旧・復興事業】

①防災集団移転促進事業

　鹿島区内　６地区、原町区内　１１地区、小高区内　６地区　計２３地区

　防災集団移転促進事業により取得した移転元の宅地や農山漁村地域復興基盤総合整備事
業により整備された創設非農用地を活用し、再生可能エネルギー発電や復興工業団地の造
成事業、植物工場、海岸防災林造成事業等の復興事業が計画されている。
　しかし、土地情報は、防災集団移転事業、農山漁村地域復興基盤総合整備事業等の担当
課及び関係機関がそれぞれに保有しているため、跡地を活用した復興事業の計画策定に困
難をきたしている。
　そのため、広範囲に渡る事業用地の所有権等、多岐に渡る土地情報をデータベース化し
一元管理できる体制を整え、効率的かつ効果的に土地の利用調整を行い円滑な復興事業の
推進を図る

②農山漁村地域復興基盤総合整備事業

　八沢地区、右田・海老地区、真野地区、金沢・北泉地区、原町東地区

③再生可能エネルギー事業

　右田・海老地区、真野地区、原町東地区

④復興工業団地造成事業

細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

⑤植物工場

　泉地区

⑥海岸防災林造成事業

　鹿島区、原町区、小高区

【事業費内訳】

復興事業に係る土地情報調査業務委託　一式　　　34,273,000円
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・

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（5）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業

細要素事業名 移転促進区域等土地権利等調査事業

南相馬市災害危険区域（1,980ｈａ）の土地権利等の調査及び土地情報データ
ベースの更新維持

全体事業費 65,594（千円）

　防災集団移転促進事業により取得した移転元の宅地や農山漁村地域復興基盤総合整
備事業により整備された創設非農用地を活用し、再生可能エネルギー発電や復興工業
団地の造成事業、植物工場、海岸防災林造成事業等の復興事業が計画されている。
　復興事業に係る事業用地の権利等調査を継続して行い、土地情報を更新維持し円滑
な復興事業の推進を図る。

事業期間：平成24年度から平成27年度

25年度事業（調査費）

移転促進区域等土地権利等調査業務委託 15,393千円
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事業概要

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（４）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 （仮称）南相馬市復興工業団地基本設計・実施設計策定事業

全体事業費 206,986（千円）

　東日本大震災の津波により甚大な被害を受けた南相馬市原町区の渋佐・萱浜地区に
おいては農地整備事業を行う予定であるが、その中でエリア内の宅地及びその周辺農
地を防災集団移転事業で買い上げ、それらを集約したうえで非農用地を設定し、工業
用地とするため、工業団地整備に係る基本設計及び実施設計を行う。

事業期間：平成25年度

事業費内訳

・工業団地基本設計策定業務委託　　 55,136千円
・工業団地実施設計策定業務委託　　151,850千円
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用地補償費・工事費（事業費）　　（２５年度）

１．補償物件鑑定委託　　　　５００千円

２．歩道設置工事　　　　１，６００千円

３．側溝新設工事　　　１０，０００千円

４．用地補償　　　　　　３，９００千円

　　　　　　　　　　　１６，０００千円

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費 16,000（千円）

　防災集団移転促進事業により整備する住宅団地の隣接地において、歩道や排水溝の
未整備区間が部分的に残るため、当該事業により基幹事業と一体的な整備推進を図
る。

事業期間：平成25年度

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（25）市街地復興関連小規模施設整備事業

細要素事業名 防災集団移転関連道路整備事業
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・

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（4）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

細要素事業名 復興まちづくり計画等策定促進事業

市民アンケート調査、市民懇談会、シンポジウム開催、各種指標の分析、将来
人口推計、土地利用計画の検討など

全体事業費 30,886（千円）

　震災後２年を経過し、インフラの復旧状況や避難の状況、防災集団移転促進事業に
よる移転候補地など環境が刻々と変化する中、２３年に策定した土地利用計画や復興
計画を見直す必要があるため、市民アンケートや市民懇談会等を開催し、市民要望や
課題等の把握を行うとともに様々な指標等の分析に基づく将来フレームの推計などま
ちづくりに必要な基礎資料の整備を行う。

事業期間：平成25年

調査費(事業費）（２５年度）

復興まちづくり計画等策定支援業務委託 30,886千円
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関連する基幹事業

　事業番号及び事業名

Ｄ－２３－２　防災集団移転促進事業（原町区）

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（5）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業

細要素事業名 　津波被災地構造物撤去にかかる調査事業

（移転促進区域内　残置地上構造物調査、地下埋設物調査）

全体事業費 　29,957（千円）

　津波被災地（移転促進が含まれる区域）においては、上下水道管や防火水槽などの
埋設物、宅地基礎や擁壁農業用設備などの地上構造物が残置されている状況である。
　今後、復興に向けて本区域を有効活用していくにあたり、これらの構造物が支障と
なるため、撤去事業を実施する予定であるが、これに先立ち調査業務を実施するもの
である。

事業期間：平成２５年

調査費（事業費）（２５年度）

津波被災地構造物等撤去にかかる調査業務委託 29,957千円
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【事業概要】

１　事業内容
　　まごころセンター改築工事
２　事業箇所
　　南相馬市鹿島区横手字川原
３　総事業費
　　２５年度　　　268,894千円
　　２６年度　　　146,743千円
　　合 計　　　　 415,637千円
４　基幹事業との関連性
　　・事業番号及び事業名
　　　 D-23-1　防災集団移転促進事業（鹿島区）
　　・関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

細要素事業名  コミュニティ施設整備事業

全体事業費  415,637 （千円）

　現在の施設は昭和44年に福祉センターとして建設され、平成16年からはボランティ
ア地域支援センターとして、ボランティア団体や市民活動団体の育成及び支援を行う
施設として活用している。
　震災後の周辺地域には仮設住宅が建設され、また、被災住民の有力な移転候補地と
して住宅化が既に進んでいる。
　当施設には、一室を「誰もが何時でも」利用できるサロンが設置され、活用されて
きたが、このような周辺地域の急激な環境の変化に伴い、被災住民同士や地域住民と
の交流の場としてのサロンのニーズがより一層高まってきている。
　しかし、築43年になる施設では、サロンの面的な拡充は困難であるとともに、今回
の東日本大震災の被害により、雨漏りがひどい状態であり、電気設備付近にも見られ
ることから、火災など二次災害の発生も懸念される。更には、未だ帰還を見合わせて
いる市民に対しても、魅力のある施設を提供できることなどを考えあわせて改築する
ものである。
　施設建設予定地は、駐車場も広く確保でき、保健センター、第1・2ディサービスセ
ンター、特別養護老人ホーム、厚生病院に隣接し、鹿島区の福祉ゾーンに位置付けら
れる地区であり、周辺には仮設住宅が設置され、被災住民の移転候補地として挙げら
れていることから「誰もが集える場」として最適地である。
　鹿島区の防災集団移転や災害公営住宅は、平成25年度中頃から入居が可能となる見
込みであり、新規居住者間の情報共有の場、地域のコミュニティの場や市民活動の拠
点施設として早急に整備し、地域コミュニティ活動等を支援していくため、２４年度
には、実施設計や地質調査を行ったが、２５年度、２６年度にはそれらに基づき、改
築工事を行い、復興事業の推進を図るものである。

本施設はボランティア団体や市民活動団体の育成及び支援を行う施設として整備
するものであり、防災集団移転促進事業移転先の新規居住者間の情報共有の場、
市民活動の拠点として、地域コミュニティ活動等を促進するものである。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 1 - 6

○事業概要

　被災墓地：南相馬市鹿島区南右田字谷地77番　外1筆

　　　　　　南右田谷地共同墓地　A=1,311㎡

　移転先　：南相馬市鹿島区南右田字榎内147番1　畑

　　　　　　A=2910㎡

　【整備内容】

・全体事業費：15,802千円

・平成２４年度（事業費15,347千円）

　墓地造成工事一式　A=2910㎡

墓地造成工、法面保護工、土留擁壁工、墓地区画工、道路工、排水工

・平成２５年度（事業費455千円）

水道給水管引込工事　　　φ13mm、Ｌ=20m

○基幹事業との関連性

　・事業番号及び事業名

 D-23-1　防災集団移転促進事業（鹿島区）

　・関連性

    本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出し、同所での復旧が困難な共同墓地について、防災集団移転促進事業と連携し集団移転先

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

水道設備の設置を予定していたものの、当時、当該地区の水道管の津波被害状況調査が

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（34）被災者のための集団墓地・霊園整備事業

細要素事業名 　津波被災共同墓地整備事業

全体事業費 　１５，８０２（千円）

　本事業は、昨年度本交付金を活用し、防災集団移転先付近に移転整備した南右田共同

墓地について、給水管引込工事を行うものである。

　南右田共同墓地においては、震災前から水道設備が設置されていたため、当初から

未実施で通水の可否が不明であったため、未計上としていた。

　今般、調査が終了し通水可能なことが判明したことから、給水管引込工事を行うもの

である。

  本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出し、同所での復旧が困難であるため
防災集団移転先付近に整備した共同墓地についての関連整備であり、防災集団移転事
業移転先の新規居住者の生活を支援し、地域コミュ二ティの維持を図るものである。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 4

○事業概要

られており、今後多くの新規居住者が見込まれている。
　そのため、新規居住者間の情報共有の場、ふれあいの場として、既存公園の環境整備

　本事業の既存公園は、昭和４０年代に民有地に整備された同地域の別公園を平成１２
年に移設し整備したものであるが、以前からベンチ等の住民が集まってくつろげる場所
がなく、花壇及び子供の遊具のみが設置されている状態にあった。

必要とされる施設がほとんどないため、本公園にベンチ・東屋等の施設を設置し、
コミュニティ活動の場とするものである。
　なお、既存の遊具・花壇等については、震災以後、修理補修ができなかったため痛み
が激しく、使用に耐える状態ではないため今回遊具の更新も同時に行うものである。

　【整備内容】
◆平成２５年度　　

　　・測量設計委託一式　2,021,000円（税抜き）
　　  A=500㎡　公園測量、公園設計
　　・諸経費　 　 　　　1,146,000円
　　・消費税相当 　       158,350円
 　　(委託費計)   　    3,325,350円

◆平成２６年度　　
　　・工事一式       　28,758,000円（税抜き）
　　（土工、ゴムチップ舗装、歩道工、花壇、遊具、東屋、ベンチ・テーブル、
　　　車止め、照明灯、フェンス工、水飲施設、雑工）
　　・諸経費　        　8,627,000円
　　・消費税相当        1,869,250円
　　 (工事費計)      　39,254,250円

○基幹事業との関連性
　・事業番号及び事業名

 D-23-2　防災集団移転促進事業（原町区）
　・関連性
    本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出し、同所での復旧が困難な共同墓地について、防災集団移転促進事業と連携し集団移転先

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと
に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、
全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

全体事業費 　４２，５８０（千円）

細要素事業名  コミュニティ施設整備事業（平成２５年度分）

　本事業は、防災集団移転先付近に位置する既存の公園について、機能拡充を図る整備
を行い、本地域のコミュニティの確保に資するものである。
　本地域においては、防災集団移転先があるばかりでなく、災害公営住宅の整備も進め

を行い、本地域のコミュニティ活動の支援を図るものである。

  本事業は、防災集団移転先付近に位置する既存の公園についての機能拡充整備

今回、本地域の人口増加が予想される一方、近隣には被災住民のコミュニティ活動に

であり、防災集団移転先の新規居住者の生活を支援し、地域コミュニティ活動の
支援を図るものである。



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 5

○事業概要

　被災墓地：南相馬市原町区下渋佐字湊297番　外3筆

　　　　　　下渋佐共同墓地　A=4,981㎡

　【整備内容】

・全体事業費：98,870千円（見込み）

・平成２５年度（事業費5,075千円）

　墓地測量設計一式　A=2.47ｈａ

・平成２６年度（事業費93,795千円：見込み）

　用地取得　A=1,230㎡（国有保安林1,165㎡、私有地65㎡）

　墓地造成工事一式　A=6,211㎡

盛土工、法面工、擁壁工、排水工、舗装工、敷砂利工、縁石工

○基幹事業との関連性

　・事業番号及び事業名

 D-23-2　防災集団移転促進事業（原町区）

　・関連性

    本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出し、同所での復旧が困難な共同墓地について、防災集団移転促進事業と連携し集団移転先

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　津波被災共同墓地整備事業

  本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出し、地盤沈下した共同墓地の関連
整備であり、防災集団移転事業移転先の新規居住者の生活を支援し、地域コミュ二
ティの維持を図るものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（34）被災者のための集団墓地・霊園整備事業

全体事業費

　東日本大震災に伴う津波により流出し、地盤沈下した下渋佐共同墓地について、防災
集団移転促進事業と連携して共同墓地をかさ上げにより再整備することによって、地域
のコミュニティを確保する。
　なお、当該地区は、津波被災を被り地盤沈下を起こしている地区であること、且つ嵩
上げ予定の防災林と県道用地の間に挟まれた区域であることから、現状のままの復旧で
は排水が集中する恐れがあるため当該地区を２ｍ嵩上げし、再整備するものである。

　９８，８７０（千円）

細要素事業名



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 6

○関連する基幹事業

　事業番号及び事業名

Ｄ２３－２　防災集団移転促進事業（原町区）

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

○事業期間：平成２５年度

細要素事業名 下水管渠施設処分事業

　14,400（千円）

○事業概要
　防災集団移転促進事業による買取りが実施される津波被害を受けた沿岸部の土地に
ついては、今後、市復興計画に基づき有効活用を図る予定であるが、居住していた住
民の防災集団移転等により、使用されなくなる下水管渠等が残置されている状況にあ
り、廃止手続きを行う必要がある。
　また、現状のままでは維持管理が行われず下水管渠の劣化が進むとともに、近隣の
ほ場整備等地区での工事用重量車両の通過等で道路陥没の恐れが生じる。
　このことから、差しあたって必要な以下の工事を施行し、適正な処理処分に資する
とともに、防災集団移転促進事業を含めた市復興計画に掲げる土地利用方針に基づく
土地利用の転換促進を図るものである。

　本事業は、当該区域に居住していた住民の防災集団移転等により、廃止処分が
必要となるものを対象とする事業であるとともに、防災集団移転促進事業による
買取予定地の復興に向けた有効活用を図るものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

復興地域づくり加速化事業

(特定環境保全公共下水道北泉処理区内管渠施設)

○事業費

14,400千円下水管渠施設処分工事　　Ｌ＝１，２００ｍ

全体事業費



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３
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○事業概要

　被災墓地：南相馬市小高区村上字仲川原74番１

　　　　　　村上字横砂共同墓地　A=約２，７０２㎡

　　　　　　南相馬市小高区村上字前谷地４８１番地

　　　　　　村上字前谷地共同墓地　A=約２，０９７㎡

 【整備内容】

　用地取得　A=2,400㎡（私有地2,400㎡）

　墓地造成工事一式　A=2,400㎡

盛土工、法面工、排水工、舗装工、敷砂利工、縁石工

○事業期間：平成２６年度　

○事業費

18,938千円（設計費、用地買収費、工事費）

内訳：別添資料のとおり

○基幹事業との関連性

　・事業番号及び事業名

 D23-3　防災集団移転促進事業（小高区）

　・関連性

    本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出し、同所での復旧が困難な共同墓地について、防災集団移転促進事業と連携し集団移転先

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

細要素事業名 　津波被災共同墓地整備事業

  本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出した共同墓地の関連整備であり、移
転先での新規居住者の生活を支援し地域コミュ二ティの維持を図るものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（34）被災者のための集団墓地・霊園整備事業

全体事業費

　東日本大震災に伴う津波により流出した村上地区の横砂共同墓地と前谷地共同墓地に
ついて、防災集団移転促進事業と連携して新たに既存の２つの墓地を１か所の共同墓地
に再整備することによって、地域のコミュニティを確保する。
　なお、当該地区は、津波被災を被り地盤沈下を起こしている地区であること、且つ嵩
上げ予定の防災林と県道用地の間に挟まれた区域であることから、現状のままの復旧で
は排水が集中する恐れがあるため当該地区を２ｍ嵩上げし、再整備するものである。

　18,938（千円）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３
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○基幹事業との関連性

　・事業番号及び事業名

Ｄ２３－１　防災集団移転促進事業（鹿島区）

　・関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

全体事業費

○事業概要
　防災集団移転促進事業により取得した土地については、土地改良事業、再生可能エネ
ルギー事業、復興工業団地造成事業、植物工場、海岸防災林造成事業等の復興事業が計
画されている。これら復興事業に係る事業用地の権利等調査を平成２４、２５年度（市
街地復興効果促進事業活用）に引き続き行い、土地情報を更新維持し円滑な復興事業推
進を図るものである。

平成２４年度事業費　★D23-1-3　　　　　　　　　　　34,273千円

平成２５年度事業費　★D23-1-4　　　　　　　　　　　15,393千円

　南相馬市復興に係る地理情報データ作成支援業務　　 (8,851千円)

○事業期間：平成２４年度～平成２７年度

平成２６年度事業費　★D23-1-7　　　　　　　　　 　　8,851千円

○事業費

　本事業は、移転促進区域内の防災集団移転促進事業により取得する土地等の情
報調査するものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（5）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業

平成２７年度事業費　　　　　　　　　　　　　　　 　 8,851千円

                     　 　　　　　　　　　　　　 　67,368千円

細要素事業名 　移転促進区域等土地権利等調査事業（平成２６年度分）

　67,368（千円）



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３
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○関連する基幹事業

　事業番号及び事業名

Ｄ２３－３　防災集団移転促進事業（小高区）

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

平成２６年度（変更後）　　　　　　　　　　　　47,103千円　★D23－3－3

※旧警戒区域（小高区）の住民を中心とした計画策定委員会を組織すること
になったことに伴い追加経費が発生したため。（1,779千円増額）

全体事業費

細要素事業名

○事業概要
  震災後３年を経過し、インフラの復旧状況や避難の状況、防災集団移転促進事業に
よる移転候補地など環境が刻々と変化する中、２３年に策定した土地利用計画や復興
計画を適宜見直す必要があるため、平成２５年度（市街地復興効果促進事業活用）に
引き続き、市民アンケートや市民懇談会等を開催し、市民要望や課題等の把握を行う
とともに、まちづくりに必要な基礎資料の整備を行う。

○事業期間：平成２５～２６年度分

平成２５年度　　　　　　　　　　　　　　　　　30,886千円　★D23－3－1

平成２６年度（当初）　　　　　　　　　　　　　45,324千円　★D23－3－3

　復興まちづくり計画等策定促進事業（平成２６年度分）

　77,989千円　※(当初)76,210千円

市民アンケート調査、市民懇談会、津波シュミレーション、まちづくり計画策
定支援、土地利用計画の検討など

・復興まちづくり計画等策定促進事業業務委託

　本事業は、防災集団移転促進事業に移転先及び移転元を含む区域について、復
興に向けた有効活用を図るものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（4）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

○事業費（調査費）
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○関連する基幹事業

　事業番号及び事業名

Ｄ２３－１　防災集団移転促進事業（鹿島区）

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

○　事業概要

全体事業費

細要素事業名 　下水管渠施設(南右田地区外)処分事業

3,300

9,550４１か所マンホール

○　事業期間：平成２６年度

○　事業費

18箇所

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

　復興地域づくり加速化事業

(農業集落排水施設鹿島東部地区内管渠施設　Ｌ＝　　６８０ｍ　　10,000千円)

　防災集団移転促進事業による買取りが実施される津波被害を受けた沿岸部の土地に
ついては、今後、市復興計画に基づき有効活用を図る予定であるが、居住していた住
民の防災集団移転等により、使用されなくなる下水管渠等が残置されている状況にあ
り、廃止手続きを行う必要がある。
  また、現状のままでは維持管理が行われず下水管渠の劣化が進むとともに、近隣の
ほ場整備等地区等での工事用重量車両の通過等で道路陥没の恐れが生じる。
　このことから、以下の工事を施行し、適正な処理処分に資するとともに、防災集団
移転促進事業を含めた市復興計画に掲げる土地利用方針に基づく土地利用の転換促進
を図るものである。

　

　34,000（千円）

680ｍ 2,100

540

数量

公共下水道

金額

４箇所

10,000

3,260

農業集落排水施設

一式

下水管渠施設処分工事　　Ｌ＝２，４００ｍ　　　　　　　　34,000千円

(公共下水道鹿島処理区内管渠施設　　　　　Ｌ＝１，７２０ｍ　　24,000千円)

金額

120

１７２０ｍ

4,520

14か所

　本事業は、当該区域に居住していた住民の防災集団移転等により、廃止処分が必要
となるものを対象とする事業であるとともに、防災集団移転促進事業による買取予定
地の復興に向けた有効活用を図るものである。

10,610

24,000

管路充填工

公共桝

諸経費

計

一式

数量
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 ○事業概要　

られており、今後多くの新規居住者が見込まれている。
　そのため、新規居住者間の情報共有の場、ふれあいの場として、既存公園の環境整備

　本事業の既存公園は、昭和４０年代に民有地に整備された同地域の別公園を平成１２
年に移設し整備したものであるが、以前からベンチ等の住民が集まってくつろげる場所
がなく、花壇及び子供の遊具のみが設置されている状態にあった。

必要とされる施設がほとんどないため、本公園にベンチ・東屋等の施設を設置し、
コミュニティ活動の場とするものである。
　なお、既存の遊具・花壇等については、震災以後、修理補修ができなかったため痛み
が激しく、使用に耐える状態ではないため今回遊具の更新も同時に行うものである。

○事業期間：平成２５～２６年度

○事業費

　【平成２６年度整備内容】
　　・工事一式       　28,758,000円（税抜き）
　　（土工、ゴムチップ舗装、歩道工、花壇、遊具、東屋、ベンチ・テーブル、
　　　車止め、照明灯、フェンス工、水飲施設、雑工）
　　・諸経費　        　8,627,000円
　　・消費税相当        2,990,800円
　　 (工事費計)      　40,375,800円

○基幹事業との関連性
　・事業番号及び事業名
 D23-2　防災集団移転促進事業（原町区）

　・関連性
    本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出し、同所での復旧が困難な共同墓地について、防災集団移転促進事業と連携し集団移転先

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと
に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、
全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

細要素事業名 　コミュニティ施設整備事業（平成２６年度分）

　43,701（千円）

　本事業は、防災集団移転先付近に位置する既存の公園について、機能拡充を図る整備
を行い、本地域のコミュニティの確保に資するものであり、平成２５年度（市街地復興

　本地域においては、防災集団移転先があるばかりでなく、災害公営住宅の整備も進め

平成２６年度　　40,376千円　★D23-2-9
　　　　　計　　43,701千円

  本事業は、防災集団移転先付近に位置する既存の公園についての機能拡充整備
であり、防災集団移転先の新規居住者の生活を支援し、地域コミュニティ活動の
支援を図るものである。

今回、本地域の人口増加が予想される一方、近隣には被災住民のコミュニティ活動に

平成２５年度　　 3,325千円　★D23-2-4

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

全体事業費

を行い、本地域のコミュニティ活動の支援を図るものである。

効果促進事業活用）の測量・設計に基づき行うものである。
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○基幹事業との関連性

　・事業番号及び事業名

Ｄ２３－２　防災集団移転促進事業（原町区）

　・関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　本事業は、防災知識（自助･共助）の啓発等によるソフト面からも災害に強いま
ちづくりに寄与するため、防災集団移転に係るハード面での整備とともに、「市
民防災マニュアル」等を移転者等へ配布するものである。

○事業期間：平成２６年度

細要素事業名 　地域防災推進事業

　９，６２１（千円）

○事業概要
　東日本大震災及び東京電力㈱福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ作成した、
「市民防災マニュアル」について、防災集団移転者等の市民や市内事業者等に対し配
布することで、日ごろから防災に関する正しい知識とともに、住民等の災害に対する
「自助」の備えや地域でお互いに助け合う「共助」の取り組みに対する防災意識の向
上を図る。
　また、同じく地震や津波等といった自然災害に関するリスクを図示した「各種ハ
ザードマップ（地震・津波・洪水・液状化等）」についても配布することで、災害発
生時に住民等が迅速かつ的確に避難を行い、また二次災害発生予想箇所を回避するこ
とで、災害による被害の軽減化を図る。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（32）ハザードマップ整備事業（調査費）

○事業費

9,621（千円）　市民防災マニュアル作成業務

全体事業費
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○基幹事業との関連性

　・事業番号及び事業名

Ｄ２３－２　防災集団移転促進事業（原町区）

　・関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

○事業期間：平成２６年度

 

細要素事業名 　防災備蓄倉庫整備事業

　４，３１０（千円）

○事業概要
　東日本大震災の教訓を踏まえ、防災対策に必要な拠点となる防災備蓄倉庫整備に向
けた配置や規模等の調査を行い、基本計画を策定する。また、それに伴い基本設計を
作成する。

防災備蓄倉庫整備計画策定業務委託一式　４，３１０（千円）

　防災集団移転事業に伴い、新たな住宅団地を核とする市街地が形成されるが、
震災の経験を踏まえ、今後の新たな災害発生に備えるため、被災者支援のための
防災備蓄倉庫を整備し、迅速な災害対応を実施できるようにするため。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（30）防災備蓄倉庫整備事業

○事業費

全体事業費
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○事業概要

　被災墓地：南相馬市原町区下渋佐字湊297番　外3筆

　　　　　　下渋佐共同墓地　A=4,981㎡

　【整備内容】

・全体事業費：131,446千円（当初98,870千円）

・平成２５年度（事業費5,075千円） ★D23-2-5

　墓地測量設計一式　A=2.47ｈａ

・平成２６年度（事業費126,371千円）（当初計画事業費93,795千円）

　用地取得　A=1,230㎡（国有保安林1,165㎡、私有地65㎡）

　墓地造成工事一式　A=6,211㎡

   土工、擁壁工、雨水排水工、舗装工　　

○基幹事業との関連性

　・事業番号及び事業名

 D-23-2　防災集団移転促進事業（原町区）

　・関連性

    本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出し、同所での復旧が困難な共同墓地について、防災集団移転促進事業と連携し集団移転先

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　東日本大震災に伴う津波により流出し、地盤沈下した下渋佐共同墓地について、防災
集団移転促進事業と連携して共同墓地をかさ上げにより再整備することによって、地域
のコミュニティを確保する。
　なお、当該地区は、津波被災を被り地盤沈下を起こしている地区であること、且つ嵩
上げ予定の防災林と県道用地の間に挟まれた区域であることから、現状のままの復旧で
は排水が集中する恐れがあるため当該地区を２ｍ嵩上げし、再整備するものである。

　131,446（千円）※当初98,870千円

　※平成２５年度に市街地復興効果促進事業を活用し測量設計を実施済み。

細要素事業名 　津波被災共同墓地整備事業（平成２６年度分）

  本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出し、地盤沈下した共同墓地の関連整
備であり、防災集団移転事業移転先の新規居住者の生活を支援し、地域コミュ二ティ
の維持を図るものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（34）被災者のための集団墓地・霊園整備事業

全体事業費

（労務・資材単価等の高騰、詳細設計による側溝の構造変更及びアスファルト
  舗装面積の増加等により総事業費が増額。詳細は別添資料のとおり）
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○事業概要

　被災墓地：南相馬市小高区村上字仲川原74番１

　　　　　　村上字横砂共同墓地　A=約２，７０２㎡

　　　　　　南相馬市小高区村上字前谷地４８１番地

　　　　　　村上字前谷地共同墓地　A=約２，０９７㎡

　【整備内容】

　用地取得　A=2,400㎡（私有地2,400㎡）

→　A=4,380㎡（私有地4,380㎡:墓地用地3,724㎡、進入路用地656㎡）（変更）

　墓地造成工事一式　A=2,400㎡　→　A=3,724㎡　（変更）

法面工、盛土工、排水工、舗装工、敷砂利工、縁石工

○事業期間：平成２６年度　→　平成２６年度～平成２７年度（変更）

○事業費

平成26年度 設計費、用地買収費、工事費　18,938千円　

→ 設計費、用地買収費　　　　　　　　　　　11,836千円（今回変更）

平成27年度 0千円

→ 工事費　　　　　　　　　　　　　　　　　14,210千円（次回申請）

計 　18,938千円 → 26,046千円（変更）

　内訳及び変更理由は別添資料のとおり

○基幹事業との関連性

　・事業番号及び事業名

 D-23-3　防災集団移転促進事業（小高区）

　・関連性

    本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出し、同所での復旧が困難な共同墓地について、防災集団移転促進事業と連携し集団移転先

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

  本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出した共同墓地の関連整備であり、移転先で
の新規居住者の生活を支援し、地域コミュ二ティの維持を図るものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（34）被災者のための集団墓地・霊園整備事業

全体事業費

　東日本大震災に伴う津波により流出た村上地区の横砂共同墓地と前谷地共同墓地について、
防災集団移転促進事業と連携して新たに既存の２つの墓地を１か所の共同墓地に再整備するこ
とによって、地域のコミュニティを確保する。
　なお、当該地区は、津波被災を被り地盤沈下を起こしている地区であること、且つ嵩上げ予
定の防災林と県道用地の間に挟まれた区域であることから、現状のままの復旧では排水が集中
する恐れがあるため当該地区を２ｍ嵩上げし、再整備するものである。

　18,938（千円）　変更後26,046（千円）

細要素事業名 　津波被災共同墓地整備事業
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○基幹事業との関連性

　・事業番号及び事業名

Ｄ２３－１　　防災集団移転促進事業（鹿島区）

　・関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

土地情報調査業務委託　　　　　　（8,381千円）

水土里情報システム使用料　　　　　（140千円）

水土里情報システム端末使用料　　　（156千円）

○事業期間：平成２４年～平成２７年度

8,851千円

8,851千円(当初想定)

8,677千円(変更後)

平成２５年度事業費

　本事業は、移転促進区域内の防災集団移転促進事業により取得する土地等の情
報調査するものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業

○事業費

34,273千円

全体事業費

○事業概要
　防災集団移転促進事業により取得した土地については、土地改良事業、再生可能エ
ネルギー事業、復興工業団地造成事業、植物工場、海岸防災林造成事業等の復興事業
が計画されている。これら復興事業に係る事業用地の権利等調査を引き続き行い、土
地情報を更新維持し円滑な復興事業推進を図るものである。

細要素事業名 　移転促進区域等土地権利等調査事業（平成２７年度分）

変更前67,368（千円）　変更後67,194（千円）

（南相馬市復興に係る地理情報データ作成支援業務）

平成２６年度事業費

平成２７年度事業費

平成２４年度事業費

15,393千円



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

★ Ｄ 23 - 2 - 11

○事業概要

　被災墓地：南相馬市原町区下渋佐字湊297番　外3筆

　　　　　　下渋佐共同墓地　A=4,981㎡

　【整備内容】

・全体事業費：132,433千円（131,446千円(変更前)）

・平成２５年度（事業費5,075千円） ★D23-2-5

　墓地測量設計一式　A=2.47ｈａ

・平成２６年度（事業費126,371千円）　★D23-2-10

　用地取得　A=1,230㎡（国有保安林1,165㎡、私有地65㎡）

　墓地造成工事一式　A=6,211㎡

   土工、擁壁工、雨水排水工、舗装工　　

・平成２７年度（事業費987千円）

国有保安林境界復元及び報告書作成業務委託等

○基幹事業との関連性

　・事業番号及び事業名

 D-23-2　防災集団移転促進事業（原町区）

　・関連性

    本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出し、同所での復旧が困難な共同墓地について、防災集団移転促進事業と連携し集団移転先

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　津波被災共同墓地整備事業（平成２７年度分）

  本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出し、地盤沈下した共同墓地の関連
整備であり、防災集団移転事業移転先の新規居住者の生活を支援し、地域コミュ二
ティの維持を図るものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（34）被災者のための集団墓地・霊園整備事業

全体事業費

　東日本大震災に伴う津波により流出し、地盤沈下した下渋佐共同墓地について、防災
集団移転促進事業と連携して共同墓地をかさ上げにより再整備することによって、地域
のコミュニティを確保する。
　なお当該地区は、津波被災を被り地盤沈下を起こしている地区であること、かつかさ
上げ予定の防災林と県道用地の間に挟まれた区域であることから、現状のままの復旧で
は排水が集中するおそれがあるため当該地区を２ｍかさ上げし、再整備するものであ
る。

　131,446千円（変更前）　132,433千円（変更後）

細要素事業名
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※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

全体事業費

細要素事業名  真野地区コミュニティ施設整備事業

　128,961（千円）

【事業概要】
　東日本大震災による津波で被災し廃校となった南相馬市鹿島区の旧真野小学校の
体育館及びグラウンドについて、防災集団移転促進事業による新居住者と既居住者
の交流を図るコミュニティ施設として改築・整備を行うもの。

　＜事業期間＞　平成27年度

　＜事業内容＞
　・体育館改築　　　　 1,091m2
　・広場・駐車場整備　11,000m2

　＜事業費内訳＞
　・体育館改修設計　　  4,900千円
　・体育館改修工事  　114,480千円
　・広場・駐車場整備　　9,581千円

【基幹事業との関連性】
　・事業番号及び事業名
　　Ｄ２３－１　防災集団移転促進事業（鹿島区）

　・関連性
　　当該地区では、震災前、旧真野小学校の体育館やグラウンドを利用して、地区
　　のお祭りや運動会、スポーツ大会、各種運動クラブなどが開催されていたが、
　　津波により周辺の体育館・公園・広場とともに被災し、地区全体でコミュニ
　　ティ施設が足りない状況となっており、防集事業による新居住者と既居住者の
　　交流が課題となっている。

　＜地区の被災施設（復旧施設は除く）＞
　・真野小学校体育館      1,091m2
　・牛島体育館            1,001m2
　・真野小学校グラウンド　5,319m2
　・鳥崎海岸広場　　　　　1,481m2
　・南海老グラウンド　　　5,440m2
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○基幹事業との関連性

　・事業番号及び事業名

Ｄ２３－２　　防災集団移転促進事業（原町区）

　・関連性

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

　本事業は、防災集団移転促進事業による移転先等に対し、海抜･津波波到達地点
の表示版や避難路･避難所の案内板を設置することで、避難体制の強化及び防災意
識の高揚を図り、移転者等の生活立ち上げ支援に資するものである。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（23）避難誘導機器整備事業

○事業費

２６，０２８千円避難所看板等整備に係る基礎調査業務委託

全体事業費

○事業期間：平成２７年度

細要素事業名 　避難所看板等整備事業

　      ２６，０２８（千円）

○事業概要
　避難体制の強化及び防災意識の高揚を図ることを目的に、避難路の設定、海抜・津
波到達地点の表示板の整備及び避難所の案内板等の整備を行うための基礎調査を行
う。
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○関連する基幹事業

　事業番号及び事業名

Ｄ２３－３　防災集団移転促進事業（小高区）

※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（4）被災地復興のための土地利用計画策定促進事業

○事業期間：平成２５～２７年度（平成２５～２６年度　変更前）

○事業概要
  震災後３年を経過し、インフラの復旧状況や避難の状況、防災集団移転促進事業に
よる移転候補地など環境が刻々と変化する中、２３年に策定した土地利用計画や復興
計画を適宜見直す必要があるため、平成２５年度（市街地復興効果促進事業活用）に
引き続き、市民アンケートや市民懇談会等を開催し、市民要望や課題等の把握を行う
とともに、まちづくりに必要な基礎資料の整備を行う。
　２７年度においては、震災後４年を経過し、インフラの復旧状況等は概ね整ってき
たものの、未だ被災者を取り巻く環境は変化しており、平成２５年度に基本構想、平
成２６年度に具体的な取組（市街地）を検討した小高区・市全域のまちづくり等をさ
らに進めるため、引き続き、市民意向調査による市民要望や課題等の把握や、まちづ
くりに必要な基礎資料の整備を行うものである。

全体事業費

細要素事業名 　復興まちづくり計画等策定促進事業（平成２７年度分）

　９７，５６７千円（７７，９８９千円　変更前）

　本事業は、防災集団移転促進事業や災害公営住宅整備事業の移転先及び移転元
を含む区域について、復興に向けた有効活用を図るもので、両事業に関連する復
興まちづくりのための各種調査設計等を行うものである。

　本事業は、防災集団移転促進事業や災害公営住宅整備事業の移転先及び移転元
を含む区域について、復興に向けた有効活用を図るもので、両事業に関連する復
興まちづくりのための各種調査設計等を行うものである。

平成２７年度　　　　　　　　　（変更前 0千円）19,578千円　★D23－3－4

・復興まちづくりのための各種調査等業務委託

○事業費

平成２５年度　　　　　　　　　　　　　　　　　30,886千円　★D23－3－1

平成２６年度　　　　　　　　　　　　　　　　　47,103千円　★D23－3－3

市民意向調査、沿岸部土地利用構想調査、津波シュミレーション、復興パン
フレット(イメージパース)作成
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※ この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、

全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

【事業概要】
　東日本大震災による津波で被災し廃校となった南相馬市鹿島区の旧真野小学校の体
育館及びグラウンドについて、防災集団移転促進事業による新居住者と既居住者の交
流を図るコミュニティ施設として改築・整備を行うもの。

　＜事業期間＞　平成27年度

　＜事業内容＞
　・体育館改築　　　　 1,091m2
　・広場・駐車場整備　11,000m2

　＜事業費内訳＞
　・体育館改修設計　　  4,900千円
　・体育館改修工事  　114,480千円
　・広場・駐車場整備　　9,581千円

　＜増額分＞
　・工事監理業務委託　  4,703千円・・・今回追加

【基幹事業との関連性】
　・事業番号及び事業名
　　Ｄ２３－１　防災集団移転促進事業（鹿島区）

　・関連性
　　当該地区では、震災前、旧真野小学校の体育館やグラウンドを利用して、地区
　　のお祭りや運動会、スポーツ大会、各種運動クラブなどが開催されていたが、
　　津波により周辺の体育館・公園・広場とともに被災し、地区全体でコミュニ
　　ティ施設が足りない状況となっており、防集事業による新居住者と既居住者の
　　交流が課題となっている。

　＜地区の被災施設（復旧施設は除く）＞
　・真野小学校体育館      1,091m2
　・牛島体育館            1,001m2
　・真野小学校グラウンド　5,319m2
　・鳥崎海岸広場　　　　　1,481m2
　・南海老グラウンド　　　5,440m2

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

（19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

全体事業費

細要素事業名  真野地区コミュニティ施設整備事業

　133,664（千円）
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○関連する基幹事業

　事業番号及び事業名

Ｄ２３－１　防災集団移転促進事業（鹿島区）

全体事業費

細要素事業名 　下水管渠施設(北右田地区外)処分事業

10,649

19,610101か所マンホール

農業集落排水施設

○　事業期間：平成２７年度

○　事業費

38箇所

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号

要綱上の
事業名称

　復興地域づくり加速化事業

(農業集落排水施設鹿島東部地区内管渠施設　Ｌ＝　　８３０ｍ　　16,000千円)

　防災集団移転促進事業による買取りが実施される津波被害を受けた沿岸部の土地に
ついては、今後、市復興計画に基づき有効活用を図る予定であるが、居住していた住
民の防災集団移転等により、使用されなくなる下水管渠等が残置されている状況にあ
り、廃止手続きを行う必要がある。
  また、現状のままでは維持管理が行われず下水管渠の劣化が進むとともに、近隣の
ほ場整備等地区等での工事用重量車両の通過等で道路陥没の恐れが生じる。
　このことから、以下の工事を施行し、適正な処理処分に資するとともに、防災集団
移転促進事業を含めた市復興計画に掲げる土地利用方針に基づく土地利用の転換促進
を図るものである。

　78,650（千円）

830ｍ

○　事業概要

2,092

1,140

数量

公共下水道

金額

4箇所

16,000

5,520

数量

一式

下水管渠施設処分工事　　Ｌ＝４，２７０ｍ　　　　　　　　78,650千円

(公共下水道鹿島処理区内管渠施設　　　　　Ｌ＝３，４４０ｍ　　62,650千円)

金額

120

3440ｍ

8,268

24か所

（予定）

　本事業は、当該区域に居住していた住民の防災集団移転等により、廃止処分が必要
となるものを対象とする事業であるとともに、防災集団移転促進事業による買取予定
地の復興に向けた有効活用を図るものである。

31,251

62,650

管路処分工

公共桝

諸経費

計

一式

80,000千円

　

平成26年度事業費 ★D23-1-8 34,000千円

（事業費内訳）

平成27年度事業費 ★D23-1-11 78,650千円

平成28年度事業費



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★Ｄ23－１－12 

要綱上の事業名称 復興地域づくり加速化事業 

細要素事業名 がれき等除去・撤去業務 

全体事業費 ２５６，０５８（千円） 

 
≪事業概要≫ 
 本事業は、防災集団移転促進事業で買い上げた土地の有効利用を図るため、事業者と再

生可能エネルギー用地としての利用を協定済である以下の事業対象地区において、津波

被災を受け、使用不能となった道路舗装・用排水路・構築物基礎等の撤去を行うもので

ある。 
 なお、周辺の防災集団移転促進事業で買い上げた土地は、海岸防災林や圃場として整備

する予定であり、すでにがれき等を撤去済である。 
 ・事業対象地区 
  鹿島区 右田海老地区（約 60ha）、真野地区（約 50ha） 
原町区 原町東地区（約 46ha） 

 
≪事業期間≫ 平成２７年度 

 
≪事 業 費≫ ２５６，０５８ 千円 

 
≪基幹事業との関連性≫ 
・基幹事業  

Ｄ－２３－１ 防災集団移転促進事業（鹿島区） 
Ｄ－２３－２ 防災集団移転促進事業（原町区） 

・関連性 
 太陽光発電事業を行う際の支障となっている道路及び水路等の撤去を本事業で行うこ

とにより、防災集団移転促進事業で取得した土地の有効活用を図ることかできる。 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成し

てください。 
※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を

通じての全ての事業費を記載して下さい。 
※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



 
参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★Ｄ２３－３－２ 

要綱上の事業名称 （34）被災者のための集団墓地・霊園整備事業 

細要素事業名 津波被災共同墓地整備事業 

全体事業費 32,327（千円） 
≪事業概要≫ 
 東日本大震災に伴う津波により流出した村上地区の横砂共同墓地と前谷地共同墓地について、防災集団移転

促進事業と連携して新たに既存の２つの墓地を１か所の共同墓地に再整備することによって、地域のコミュニ

ティを確保する。 
 なお、当該地区は、津波被災により地盤沈下を起こしている地区であること、且つ嵩上げ予定の防災林と県

道用地の間に挟まれた区域であることから、現状のままの復旧では排水が集中する恐れがあるため当該地区を

２ｍ嵩上げし、再整備するものである。 
【被災墓地】 
・小高区村上字 横砂共同墓地（A=約２，７０２㎡）、前谷地共同墓地（A=約２，０９７㎡） 
【整備概要】 
 → A=4,380㎡（私有地４，３８０㎡:墓地用地３，７２４㎡、進入路用地６５６㎡） 
→ A=4,318㎡（私有地４，３１８㎡:墓地用地３，７２４㎡、進入路用地５９４㎡）（今回変更） 

墓地造成工事一式 A=3,724㎡ 
法面工、盛土工、排水工、舗装工、敷砂利工、縁石工 

 
≪事業期間≫ 平成２６年度～平成２７年度 
≪事 業 費≫ 平成２６年度（設計費、用地買収費） 

設計費、用地買収費  １１，８３６千円  → １０，４０６千円（今回変更） 
平成２７年度（工事費） 
工事費        １４，２１０千円  → ２１，９２１千円（今回申請） 
計（全体事業費）  ２６，０４６千円  →  ３２，３２７千円 

≪基幹事業との関連性≫ 
・基幹事業  

Ｄ－２３－３ 防災集団移転促進事業（小高区） 
・関連性 
 本事業は、東日本大震災に伴う津波により流出した共同墓地の関連整備であり、移転先での新規居住者の生

活を支援し、地域コミュ二ティの維持を図るものである。 
※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成し

てください。 
※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を

通じての全ての事業費を記載して下さい。 
※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 
 

事業番号 ★Ｄ２３－２－１３ 

要綱上の事業名称 (23)避難誘導機器整備事業 

細要素事業名 津波避難看板整備事業 

全体事業費 ７２，９７１千円 （今回申請：５７，２７１千円） 

 
≪事業概要≫ 
 津波からの一時的な避難先となる高台や、今時津波の浸水履歴、避難所等の表示を通じて、

緊急時の住民の迅速な避難を促し、安全、安心を確保するものである。 
 
≪事業期間≫ 
 平成２７年度～平成２８年度 
 
≪事 業 費≫ 
 総事業費 ７２,９７１千円 
 （内訳） 
  平成２７年度  ５７,２７１千円 
       津波一時避難場所等表示版  ５７,２７１千円  
    平成２８年度  １５,７００千円 
      津波避難情報表示版     １５,７００千円（概算）       
         
≪基幹事業との関連性≫ 
 ・事業番号及び事業名 
  Ｄ－２３－２ 防災集団移転促進事業（原町区） 
 
 ・関連性 
  本事業は、防災集団移転促進事業や災害公営住宅整備事業によって新たに形成される市

街地において、津波一時避難場所等を明示する看板を設置することで、避難体制の強化及

び防災意識の高揚を図り、移転者等の生活立ち上げ支援に資するものである。 
※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成し
てください。 
※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を
通じての全ての事業費を記載して下さい。 
※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 
 

事業番号 Ｄ２３－２－１４ 

要綱上の事業名称 （28）防災拠点施設整備事業 

細要素事業名 防災拠点施設整備事業（実施設計等計画策定業務） 

全体事業費 ２７，２８６（千円） 

≪事業概要≫ 
東日本大震災の教訓を踏まえ、地域防災計画の津波被害を想定して備蓄物資の効率的な

供給機能及び消防団等の研修機能等を備えた防災拠点施設を整備するための設計及び備

蓄品等の検討を行う。 
 
≪事業期間≫ 
  平成２７年度 
 
≪事 業 費≫ 
 ★Ｄ２３－２－１４（平成２７年度 今回申請） ２７，２８６千円 
（内訳） 
  防災拠点施設整備実施設計業務委託一式 ２７，２８６（千円） 
 
≪基幹事業との関連性≫ 
  ・事業番号及び事業名 

Ｄ２３－２防災集団移転促進事業（原町区） 
  ・関連性 
    防災集団移転事業に伴い、新たな住宅団地を核とする市街地が形成されるが、震災

の経験を踏まえ、今後の新たな災害発生に備えるため、被災者支援のための防災拠点

施設を整備し、迅速な災害対応を実施できるようにするため。 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成し

てください。 
※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を

通じての全ての事業費を記載して下さい。 
※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 
 

事業番号 ★Ｄ２３－２－１５ 

要綱上の事業名称 復興地域づくり加速化事業 

細要素事業名 がれき等除去・撤去事業（鹿島区全域、原町区中部） 

全体事業費 １５８，３１０（千円） 

 
≪事業概要≫ 
 本事業は、防災集団移転促進事業で買い上げた土地の有効利用を図るため、ほ場整備編

入地や海岸防災林敷等の跡地利用が決定している以下の事業対象地区において、津波被

災を受け使用不能となった道路舗装、給水管、コンクリート構造物等の撤去・処分を行

うものである。 
  
 ・事業対象地区 

鹿島区全域（海老、右田、大内、烏崎地区）：約 1,147ha 
ほ場整備編入用地、海岸防災林用地  

原町区中部（下渋佐、萱浜、雫地区）：約 670ha 
ほ場整備編入用地、海岸防災林用地等 
 

≪事業期間≫ 平成２７年度～平成２８年度 
 
≪事 業 費≫ １５８，３１０ 千円 

 
≪基幹事業との関連性≫ 
・基幹事業  

Ｄ－２３－１ 防災集団移転促進事業（鹿島区） 
Ｄ－２３－２ 防災集団移転促進事業（原町区） 

・関連性 
 防災集団移転促進事業で取得した土地の跡地利用の有効活用することが出来る。 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成し

てください。 
※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を

通じての全ての事業費を記載して下さい。 
※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★D23－1－13 

要綱上の事業名称 復興地域づくり加速化事業 

細要素事業名 盛土材確保活用推進事業 

全体事業費 １９１,９４４千円（２９年度分 ４４,７５３千円） 

≪事業概要≫ 
 本市では、多くの家屋や田畑が津波の被害を受けた沿岸部を中心に、新たな土地利用計画を定め、これ

に基づく復旧・復興事業が同時並行的に進められている。このような中、各事業で発生する津波堆積土砂・

災害ガレキ類については、可能な限り再生資材として活用することで、事業に係る予算の縮減を目指して

きた。 
しかしながら、各事業から再生資材が発生する時期と、各事業での受け入れ可能時期が異なることから、

資材の円滑な運用を図るため、その保管や改良などを行うストックヤードの整備が喫緊の課題となってい

る。このような状況を踏まえ、防災集団移転促進事業で市有地となった区域の一部をストックヤードとし

て整備、活用し、再生資材の円滑な利用を通して復興事業等で実施している沿岸部整備の促進を図るもの

である。 
  
≪事業期間≫ 

平成２８年度 ～ 平成３０年度 
 

≪事 業 費≫ 
総事業費  １９１,９４４千円 
（内訳）平成 28 年度  ヤード設計、整備 他        ６４,９９２千円（承認済） 
    平成 29 年度  ヤード管理、撤去 他       ４４,７５３千円（今回申請） 
    平成 30 年度  ヤード管理、撤去  他          ８２,１９９千円 

 
≪基幹事業との関連性≫ 

事業番号及び事業名： D-23-1  防災集団移転促進事業（鹿島区）他 
本市は、沿岸部における防災集団移転促進事業により買い取りを行った移転跡地を、土地改良事業と連

携することで換地集約し、ほ場、海岸防災林、工業団地用地等として活用する土地利用方針を示している。

本事業では、移転元地を活用したストックヤードに、各復興事業より発生する災害ガレキや土砂等を一時

保管し、他の復興事業に供すことで、跡地利用の決まった移転跡地の整備促進を図るものである。 
 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費

を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 













参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 
 

事業番号 ★Ｄ２３－２－１９ 

要綱上の事業名称 復興地域づくり加速化事業 

細要素事業名 防災施設整備事業（建設工事・建設工事監理業務） 

全体事業費 ２７７,１３８（千円） 

≪事業概要≫ 
東日本大震災による津波被害により地域の防災拠点である沿岸部の消防団屯所等が

多数流出。また、備蓄倉庫を有していなかったことから、支援物資等の円滑な配給・受

入に多大な支障が生じたところ。これらの教訓を踏まえ、地域防災計画において津波被

害を想定し、備蓄物資の効率的な供給・受入機能を構築するとともに、消防団等の研修

機能等を備えた防災施設として、当該施設の整備を行うもの。 
 
≪事業期間≫ 
  平成２８～２９年度 
≪事 業 費≫ 

★Ｄ２３－２－１９ （平成２８年度 今回申請） ２７７,１３８千円 
（内訳）   
防災施設整備建設工事 ２６９，１７６（千円） 
防災施設整備建設工事監理業務委託他 ７，９６２（千円） 

（関連事業） 
 ★Ｄ２３－２－１４ 防災拠点施設整備事業（実施設計等計画策定業務） 

（２７,２８６千円：２８年度実施済み） 
≪基幹事業との関連性≫ 
  ・事業番号及び事業名 

Ｄ２３－２防災集団移転促進事業（原町区） 
  ・関連性 
    防災集団移転促進事業により新たに整備された団地を含めた市内全域を対象に、

今後の災害発生に備えるため、震災の経験を踏まえ、被災者支援のための備蓄倉庫

を中心とした防災施設を整備し、迅速な災害対応を実施するための事業であること

から、基幹事業と関連している。 
 

 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★D４－３－１ 

要綱上の事業名称 復興地域づくり加速化事業 

細要素事業名 南相馬市災害公営住宅等長寿命化計画策定事業 

全体事業費 ４，５６９千円（２９年度分） 

≪事業概要≫ 
《事業概要》 
 南相馬市では平成２１年３月に公開された公営住宅等長寿命化策定指針（国土交通省住宅局住宅総

合整備課）を基に平成２５年３月に「南相馬市公営住宅等長寿命化計画」を策定している。 
東日本大震災の発生に伴う災害公営住宅の整備により市営住宅の状況や、市民（被災者）の住環境

が一変したことから、現状に即した新たな計画を策定するもの。 

≪事業期間≫ 
平成２９年度 

≪事 業 費≫ 
《事業費》    
南相馬市災害公営住宅等長寿命化計画見直し業務委託（一式）４，５６９千円 
 

≪基幹事業との関連性≫ 
《基幹事業との関連性》 

事業番号及び事業名：  

Ｄ-4-3 災害公営住宅整備事業（原町区） 

本市は、震災により被災した市民のうち、自力での住宅再建が困難な世帯を対象とした災害公営住

宅を平成２７年度までに整備した。 

 本事業では、東日本大震災により変化した公営住宅ストックを見直すとともに、災害公営住宅を含

めた市全体における計画的な公営住宅の整備・改修計画を策定しようとするものであり、災害公営住

宅の整備を補完・促進するものである。 
 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費

を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★D23-3-5 

要綱上の事業名称 移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業 

細要素事業名 被災跡地土地利用計画策定支援事業（井田川地区） 

全体事業費 ３０,８８８千円 

≪事業概要≫ 
 本市では、多くの家屋や田畑が津波の被害を受けた沿岸部を中心に、新たな土地利用計画を定め、これ

に基づく復旧・復興事業を同時並行的に進めてきた。土地利用計画の策定にあたっては、土地改良事業の

活用などにより、点在する防災集団移転元地を集約し、防災上の備えや産業復興の為に活用できるよう努

めてきたところである。さらに、土地改良事業の目途がたっていない地区やそもそも土地改良事業を行わ

ない地区などに残される移転元地の活用について、復興アドバイザーを座長とした組織により、活用方針

を検討中（28 年度中のとりまとめを予定）。 
本事業では、前述の活用方針に示された各地区の内、特に 100ha を超える土地が津波による大きな被

害を受け、土地の迅速な活用が望まれる井田川地区について、防災集団移転促進事業等による移転跡地を

含めた災害危険区域全体（被災跡地）における土地利用計画（地域ビジョン）を策定する。 
 
≪事業期間≫ 

平成２９年度 
 

≪事 業 費≫ 
総事業費  ３０，８８８千円 
（内訳）平成 29 年度  被災跡地土地利用計画策定支援事業業務委託 

事例収集、聞き取り、事業提案 他  30,888 千円 
 
≪基幹事業との関連性≫ 

東日本大震災による津波被害を受けた上記地区においては、防災集団移転促進事業を進めているとこ

ろであるが、移転跡地の買収により点在することとなる市有地等の利活用が大きな課題となっている。 
このため本事業では、こうした移転跡地を集約するなど利活用を促進する手法について検討する他、官

民様々な事業の将来性、経済性及び実現可能性を比較検討するために必要な事例の収集、制度の確認及び

提案を行い、住民参加による地域ビジョンの策定を行うことで、当該地区の復興の促進を図るものであ

る。 
 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費

を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★Ｄ２３－１－１６ 

要綱上の事業名称 （５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業 

細要素事業名 移転促進区域等土地権利等調査事業（平成２９年度分） 

全体事業費 変更前 80,828（千円） 変更後 97,800（千円） 今回申請額 16,972 千円 

≪事業概要≫ 
防災集団移転促進事業により取得した土地については、土地改良事業、再生可能エネルギー事業、復興

工業団地造成事業、植物工場、海岸防災林造成事業等の復興事業が計画されている。これら復興事業に係

る事業用地の権利等調査を引き続き行い、土地情報を更新維持し円滑な復興事業推進を図るものである。 
  
≪事業期間≫ 

平成２４年～平成２９年度 
 

≪事 業 費≫ ９７，８００千円 
平成２４年度事業費 ３４，２７３千円 
平成２５年度事業費 １５，３９３千円 
平成２６年度事業費  ８，８５１千円 
平成２７年度事業費  ８，６７７千円 
平成２８年度事業費 １３，６３４千円 
平成２９年度事業費 １６，９７２千円（今回申請） 
 

≪基幹事業との関連性≫ 
事業番号及び事業名： D-23-1  防災集団移転促進事業（鹿島区）他 
本事業は、移転促進区域内の防災集団移転促進事業により取得する土地等の情報調査するものである。 

 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費

を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 
 

事業番号 ★Ｄ２３－２－２０ 

要綱上の事業名称 復興地域づくり加速化事業 

細要素事業名 がれき等除去・撤去事業（鹿島区全域、原町区中部） 

全体事業費 ２６７，８１４（千円） ※変更前１５８,３１０千円 

≪事業概要≫ 
 本事業は、防災集団移転促進事業で買い上げた土地の有効利用を図るため、ほ場整備編入地や

海岸防災林敷等の跡地利用が決定している以下の事業対象地区において、津波被災を受け使用不

能となった道路舗装、給水管、コンクリート構造物等の撤去・処分を行うものである。 
 なお、今回の申請は、ほ場整備編入予定地内の宅内給排水管、浄化槽などの地下埋設物につい

て撤去・処分を行うものである。 
 
（対象地区） 

鹿島区全域（海老、右田、大内、烏崎地区）約 1,147ha のうち、右田地区約 65.5ha 
原町区中部（下渋佐、萱浜、雫地区）約 670ha のうち、萱浜地区約 21.6ha 

 
≪事業期間≫ 平成２７年度～平成３０年度 

 
≪事 業 費≫ ２６７，８１５（千円）  

既 申請分（★D23-2-15）  １５８，３１０千円 
        今回申請分（★D23-2-20）    １０９，５０４千円 

 
≪基幹事業との関連性≫ 
・基幹事業 Ｄ－２３－１ 防災集団移転促進事業（鹿島区） 

Ｄ－２３－２ 防災集団移転促進事業（原町区） 
・関連性 
沿岸部における防災集団移転促進事業により買い取りを行った移転元地は、土地改良事業と連携

することで換地集約し、ほ場、海岸防災林等として活用する土地利用方針を策定・実施しており、

本事業により、利用の決まった移転元地の一層の整備促進を図るものである。 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費を記

載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★Ｄ２３－２－２１ 

要綱上の事業名称 (30) 防災備蓄倉庫整備事業 

細要素事業名 防災備蓄倉庫備品整備事業 

全体事業費 ４０,２４９（千円） 

≪事業概要≫ 
東日本大震災による津波被害により地域の防災拠点である沿岸部の消防団屯所等が多数流出。

また、備蓄倉庫を有していなかったことから、支援物資等の円滑な配給・受入に多大な支障が生

じたところ。これらの教訓を踏まえ、地域防災計画において津波被害を想定し、備蓄物資の効率

的な供給・受入機能を有し、消防団等の研修機能等を備えた防災備蓄倉庫が、本年 12 月に完成

予定であり、本事業では、当該施設に常備する最低限必要な防災備品等の整備を行うもの。 

 
≪事業期間≫ 
  平成２９年度 
 
≪事 業 費≫ 
  防災備蓄倉庫備品   ４０,２４９千円            
 
 
≪基幹事業との関連性≫ 
  ・事業番号及び事業名 

Ｄ２３－２防災集団移転促進事業（原町区） 
  ・関連性 
    防災集団移転促進事業により新たに整備された団地を含む地域や津波浸水想定区域を対

象に、今後の災害発生に備えるため、震災の経験を踏まえ、被災者支援のための備蓄倉庫に

必要な備蓄品を整備することで、迅速な災害対応に資するものであり基幹事業と関連してい

る。 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 

 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

事業番号 ★Ｄ２３－１－１７

要綱上の事業名称 （19）被災者へのコミュニティ活動支援事業

細要素事業名 南相馬チャンネル視聴環境整備事業(鹿島区) 

全体事業費 ３７，６９２千円 

≪事業概要≫ 

平成２３年３月の東日本大震災により、平成２４年２月には約２６，６００人もの市民が市内仮

設住宅や市外地域への避難を余儀なくされた。市内仮設住宅に避難した市民と市内居住市

民との絆維持のため、市内でのイベントや復旧復興関連情報、防災情報、コミュニティ活動情

報など様々な情報を提供する手段として、エリア放送施設（南相馬チャンネル）を平成２４年

度、平成２５年度の２か年で整備したところ。 

鹿島区内には９カ所の送信局を設置し、情報発信を行ってきたところであるが、防災集団移

転により新たに整備された住宅団地では、被災者の移転（住宅建設）完了に伴い、視聴困難箇

所が顕在化したため、南相馬チャンネルの視聴可能となるよう、既存の送信局の改修及び新た

な送信局の設置を行うものである。 

≪事業期間≫  平成３０年度 

≪基幹事業との関連性≫ 

・事業番号及び事業名：D－23－1 防災集団移転促進事業（鹿島区）

・関連性：本事業は、防災集団促進事業により整備した鹿島区内の住宅団地における、

移転した被災者への南相馬チャンネルによる情報提供により、地元住民と被

災住民のコミュニティの再生を促進するとともに、緊急時における情報伝達

機能の充実を図るものである。 

≪事業費≫   37,692,000円 

【内訳】・工事価格 34,900,000 円 

①区役所施設改修 1,212,100円 

②西町送信局改修 5,874,237円 

③小池送信局改修 5,874,237円 

  ④北海老送信局新設  5,624,637 円 

  ⑤諸経費  16,314,789円 

・消費税  2,792,000円 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★Ｄ４－２－１ 

要綱上の事業名称 （２５）市街地復興関連小規模施設整備事業 

細要素事業名 災害公営住宅関連交通安全対策事業（鹿島区） 

全体事業費 ２９，５００千円 

≪事業概要≫ 

平成２６年度及び平成２８年度に供用開始した西川原災害公営住宅及び西川原第二災害公営

住宅には現在５５世帯１０２人の市民が住んでいるところであるが、北側に隣接する市道（中１

９４号線）には歩道がなく、交通安全上危険な状態であるため、新たに歩道を設置し、歩行者の

安全を確保する。 

（Ｌ＝３００ｍ、Ｗ＝２．５ｍ） 

 

 

≪事業期間≫ 

平成３０年度～平成３１年度 

 

≪事 業 費≫ 

平成３０年度 測量設計   ２，５００千円（今回申請） 

平成３１年度 歩道設置工 ２７，０００千円 

 

≪基幹事業との関連性≫ 

Ｄ－４－２ 災害公営住宅整備事業（鹿島区） 

災害公営住宅に隣接する市道に歩道を設置することにより、災害公営住宅の入居者が安

全・安心に生活できる環境を整備する。 

 

 

 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全て 

の事業費を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★Ｄ２３－２－２２ 

要綱上の事業名称 (23)避難誘導機器整備事業 

細要素事業名 津波避難看板整備事業 

全体事業費 １１０，０１８千円（うち、今回申請：１０，４４８千円） 

≪事業概要≫ 

〇事業概要 

 津波からの一時的な避難先となる高台等や今次津波の浸水履歴、避難所等の表示を通じ

て、緊急時の住民等の迅速な避難を促し、安全、安心を確保するものである。 

平成 27 年度は津波一時避難場所等を示す看板の整備を実施し、平成 28 年度は津波災害

の被害状況等を踏まえ、適切かつ確実な避難が図れるよう、津波一時避難場所等への誘導、

津波注意喚起、東日本大震災時の津波浸水深履歴、海抜等の情報を表示する看板の設置検討

を行った。 

その結果に基づき、平成 30 年度は津波注意喚起標識と避難所までの誘導標識の設置に係

る実施設計を行うものである。 

 

≪事業期間≫ 

平成２７年度～３２年度 

 

≪事 業 費≫ 

総事業費 １１０，０１８千円 

（内訳） 

平成２７年度 津波一時避難場所看板設置工事 ５７,２７１千円（申請済） 

平成２８年度 津波避難情報看板設置検討業務 ５,３５７千円（申請済） 

平成３０年度 津波避難情報看板実施設計  １０，４４８千円（今回申請） 

平成３１～３２年度 津波避難情報看板設置工事 ３６,９４２千円 

 

≪基幹事業との関連性≫ 

Ｄ－２３－２ 防災集団移転促進事業（原町区）他 

 ・関連性 

  本事業は、防災集団移転促進事業や災害公営住宅整備事業によって新たに形成される市

街地において、津波一時避難場所等を明示する看板を設置することで、避難体制の強化及

び防災意識の高揚を図り、移転者等の生活立ち上げ支援に資するものである。 

 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費

を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



 

 

参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

 

事業番号 ★Ｄ２３－２－２３ 

要綱上の事業名称 （19）被災者へのコミュニティ活動支援事業 

細要素事業名 メモリアルパーク整備事業 

全体事業費 211,858千円【今回申請額 99,360千円】 

≪事業概要≫ 

原町区の沿岸部に位置する北泉海浜総合公園は、市内で唯一の総合公園であり、震災以前は市内外

から年間１０万人を超える来場者が訪れ、大きな集客力を持つ市の観光スポットの一つであった。 

この北泉地区は、震災の津波により、甚大な被害を受け、多くの市民が津波で犠牲になった地区であり、

災害危険区域等に指定されたことで、多くの住民が住居の移転を余儀なくされた。 

このことから、かつて人々の生活があり、且つ人々が集客する施設（海浜総合公園）があるこの場所に、多

くの犠牲者への追悼の意を込め、震災の記憶を後世に伝承するため、市内唯一のメモリアルパークを整備

する。 

整備面積Ａ＝２．０ｈａ（別添図面参照） 

 

≪事業期間≫ 

 平成２８～３２年度 

 

≪事業費≫ 

総事業費 ２１１，８５８千円 

（内訳） 

平成２８年度 測量設計費・用地費  １３，１３９千円（申請済）  

平成３１年度 整備工事費      ９９，３６０千円（今回申請） 

 平成３２年度 整備工事費      ９９，３５９千円 

 

≪基幹事業との関連性≫ 

・事業番号及び事業名 

D－23－2 防災集団移転促進事業（原町区） 

・関連性 

  本事業は、防災集団移転促進事業による移転元の土地利用として、既存海浜総合公園の隣接地

にメモリアルパークを整備することにより、防災集団移転者を含めた地域住民の追悼やコミュニ

ティ活動の場とする。また既存公園と隣接することにより、相互利用を促し、一体的な維持管理

を行い、市民等の憩いの場とする。 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全て

の事業費を記載して下さい。※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★Ｄ２３－１－１６ 

要綱上の事業名称 （５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業 

細要素事業名 移転促進区域等土地権利等調査事業（平成３１年度分） 

全体事業費 １０７，４８４（千円） 

≪事業概要≫ 
防災集団移転促進事業により取得した土地については、土地改良事業、再生可能エネルギー事業、復興

工業団地造成事業、植物工場、海岸防災林造成事業等の復興事業が計画されている。これら復興事業に係

る事業用地の権利等調査を引き続き行い、土地情報を更新維持し円滑な復興事業推進を図るものである。 
 平成３１年度については、防災集団移転促進事業移転元地の情報の調査・管理の他、跡地利用等に伴っ

て生じる所管替えや行政財産使用許可等の土地情報の更新等を行う。 
 
 
≪事業期間≫ 

平成２４年～平成３２年度 
 
 

≪事 業 費≫  １０７，４８４千円 
平成２４～３０年度事業費（Ａ）１０２，４２４千円 
平成３１年度事業費（Ｂ）     ５，０６０千円 
既配分事業費（Ｃ）      １０２，４２４千円 
今回申請額（Ａ＋Ｂ－Ｃ））     ５，０６０千円 

 
≪基幹事業との関連性≫ 
事業番号及び事業名： D-23-1  防災集団移転促進事業（鹿島区）他 
本事業は、移転促進区域内の防災集団移転促進事業により取得する土地等の情報を調査するものである。 
 
 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費

を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 

 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★D２３－２－２４ 

要綱上の事業名称 復興地域づくり加速化事業 

細要素事業名 復旧・復興関連道路補修事業 

全体事業費 １００，３３５千円 

≪事業概要≫ 

東日本大震災による南相馬市沿岸部の潰滅的な被害から復旧・復興するため、南相馬市復興総合計

画に基づき、復興に向けたまちづくり・地域づくりに必要となる各種事業を進めているところ。 

これら、復旧・復興事業等において必要となる盛土材等の土砂は、市内各所（130カ所）等に点在

する土取場から搬入されており、その搬入路線において、大型車両等の交通量が「舗装計画交通量」

を超過し、著しい舗装の損壊を生じさせている。 

 本事業は、復旧・復興事業の土砂運搬車両等の運行により損壊した、道路舗装の補修を実施するも

のである。 

 舗装修繕 Ｌ=２，１８０ｍ 

 対象路線 ２路線 

＊現在、今回申請の２路線とは別途、２２路線を調査中であり、追加申請の可能性がある。 

 

≪事業期間≫ 

平成３１年度 

 

≪事 業 費≫ 

全体事業費 １００，３３５千円 

平成３１年度 舗装補修工事  １００，３３５千円  

 

≪基幹事業との関連性≫ 

事業番号及び事業名 

D－23－2 防災集団移転促進事業（原町区） 

・関連性  

防災集団移転促進事業等、復旧・復興事業の土砂運搬等により損壊した道路舗装の補修を行うもので

ある。 

 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費

を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★Ｄ２３－２－２５ 

要綱上の事業名称 復興地域づくり加速化事業 

細要素事業名 がれき等除去・撤去事業（鹿島区全域、原町区東部） 

全体事業費 ３０５，５５２千円 【今回申請額 ３７，７３７千円】 

≪事業概要≫ 

 本事業は、防災集団移転促進事業で買い上げた土地の有効利用を図るため、ほ場整備編入地や海岸

防災林敷等の跡地利用が決定している以下の事業対象地区において、津波被災を受け使用不能となっ

た舗装道路、給排水管、コンクリート構造物等の撤去・処分を行うものである。 

 今回の申請は、原町区東部（萱浜地区）において掘削を行った結果、前回申請の際に想定していた

埋設量を超え、コンクリート、ガラス片、陶器片等が発生したことにより、事業費に不足が生じたこ

とから、追加で必要となる撤去・処分費用を申請するものである。 

（対象地区） 

鹿島区全域（海老、右田、大内、烏崎地区）：約 1,147ha（ほ場整備編入用地等） 

原町区東部（下渋佐、萱浜、雫地区）：約 670ha（ほ場整備編入用地等） 

 

 

≪事業期間≫ 

平成２７年度～令和元年度 

 

≪事 業 費≫ 

３０５，５５２千円 

平成 27～28年度   １５８，３１０千円（★D23-2-15） 

平成 29～30年度   １０９，５０５千円（★D23-2-20） 

令和元年度         ３７，７３７千円（今回申請額） 

 

≪基幹事業との関連性≫ 

・基幹事業 D－２３－１ 防災集団移転促進事業（鹿島区） 

      D－２３－２ 防災集団移転促進事業（原町区） 

 

・関連性 

 沿岸部における防災集団移転促進事業により買い取りを行った移転元地は、土地改良事業と連携 

することで換地集約し、ほ場、海岸防災林等として活用する土地利用方針を策定・実施しており、 

本事業により、利用の決まった移転元地の一層の整備促進を図るとともに、防災集団移転者をはじめ

とする地域住民のなりわい再生等を図るものである。 
 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費

を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★Ｄ４－２－１ 

要綱上の事業名称 （２５）市街地復興関連小規模施設整備事業 

細要素事業名 災害公営住宅関連交通安全対策事業（鹿島区） 

全体事業費 ５１，１１７千円（うち今回申請額４８，６１７千円） 

≪事業概要≫ 

平成２６年度及び平成２８年度に供用開始した西川原災害公営住宅及び西川原第二災害公営住

宅には現在５５世帯１０２人の市民が住んでいるところであるが、北側に隣接する市道（中１９

４号線）には歩道がなく、交通安全上危険な状態であるため、新たに歩道を設置し、歩行者の安

全を確保する。 

（Ｌ＝３００ｍ、Ｗ＝２．５ｍ） 

 

 

≪事業期間≫ 

平成３０年度～令和元年度 

 

≪事 業 費≫ 

平成３０年度 測量設計   ２，５００千円（申請済） 

令和元年度 歩道設置工  ４８，６１７千円（今回申請額） 

 

≪基幹事業との関連性≫ 

Ｄ－４－２ 災害公営住宅整備事業（鹿島区） 

災害公営住宅に隣接する市道に歩道を設置することにより、災害公営住宅の入居者が安

全・安心に生活できる環境を整備する。 

 

 

 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全て 

の事業費を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★Ｄ２３－２－２２ 

要綱上の事業名称 (23)避難誘導機器整備事業 

細要素事業名 津波避難看板整備事業 

全体事業費 １０８，１０７千円（うち、今回申請：１４，０１２千円） 

≪事業概要≫ 

〇事業概要 

 津波からの一時的な避難先となる高台や避難所等の表示、海抜等の表示を通じて、緊急時の住民等

の迅速な避難を促し、安全、安心を確保するものである。 

平成 27 年度は津波一時避難場所等を示す看板の整備を実施し、平成 28 年度は津波災害の被害状

況等を踏まえ、適切かつ確実な避難が図れるよう、津波一時避難場所等への誘導、津波注意喚起、東

日本大震災時の津波浸水深履歴、海抜等の情報を表示する看板の設置検討を行った。また、設置検討

による資料を基に、平成 30 年度から平成 31 年度にかけて、津波注意喚起標識と避難所までの誘導標

識の設置に係る実施設計を行った。 

その結果に基づき、令和元年度から令和２年度は、誘導標識及び津波注意喚起標識の設置業務を行

う。 

 

≪事業期間≫ 

平成３０年度～令和２年度 

 

≪事 業 費≫ 

総事業費 １０８，１０７千円 

（内訳） 

平成２７年度 津波一時避難場所看板設置工事 ５７,２７１千円（申請済） 

平成２８年度 津波避難情報看板設置検討業務 ５,３５７千円（申請済） 

平成３０～３１年度 津波避難情報看板実施設計  １０，４４８千円（申請済） 

令和元年度 津波避難情報看板設置業務 １４,０１２千円（今回申請額） 

令和２年度 津波避難情報看板設置業務 ２１,０１９千円（申請予定額） 

 

≪基幹事業との関連性≫ 

Ｄ－２３－２ 防災集団移転促進事業（原町区）他 

 ・関連性 

  本事業は、防災集団移転促進事業や災害公営住宅整備事業によって新たに形成される市街地にお

いて、津波一時避難場所等を明示する看板を設置することで、避難体制の強化及び防災意識の高揚

を図り、移転者等の生活立ち上げ支援に資するものである。 
 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費

を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★Ｄ２３－２－２２ 

要綱上の事業名称 (23)避難誘導機器整備事業 

細要素事業名 津波避難看板整備事業 

全体事業費 １０８，１０７千円（うち、今回申請：２１，０１９千円） 

≪事業概要≫ 

〇事業概要 

 津波からの一時的な避難先となる高台等や避難所等の表示、海抜等の表示を通じて、緊急時の住民

等の迅速な避難を促し、安全、安心を確保するものである。 

平成 27 年度は津波一時避難場所等を示す看板の整備を実施し、平成 28 年度は津波災害の被害状

況等を踏まえ、適切かつ確実な避難が図れるよう、津波一時避難場所等への誘導、津波注意喚起、東

日本大震災時の津波浸水深履歴、海抜等の情報を表示する看板の設置検討を行った。設置検討による

資料を基に、平成 30 年度から平成 31 年度にかけて、津波注意喚起標識と避難所までの誘導標識の設

置に係る実施設計を行った。 

その結果に基づき、令和元年度から誘導標識及び津波注意喚起標識の設置業務を委託しており、令

和 2 年度も継続して実施するものである。 

 

≪事業期間≫ 

平成３０年度～令和２年度 

 

≪事 業 費≫ 

総事業費 １０８，１０７千円 

（内訳） 

平成２７年度 津波一時避難場所看板設置工事 ５７,２７１千円（申請済） 

平成２８年度 津波避難情報看板設置検討業務 ５,３５７千円（申請済） 

平成３０～３１年度 津波避難情報看板実施設計  １０，４４８千円（申請済） 

令和元年度 津波避難情報看板設置業務 １４,０１２千円（申請済） 

令和２年度 津波避難情報看板設置業務 ２１,０１９千円（今回申請額） 

 

≪基幹事業との関連性≫ 

Ｄ－２３－２ 防災集団移転促進事業（原町区）他 

 ・関連性 

  本事業は、防災集団移転促進事業や災害公営住宅整備事業によって新たに形成される市街地にお

いて、津波一時避難場所等を明示する看板を設置することで、避難体制の強化及び防災意識の高揚

を図り、移転者等の生活立ち上げ支援に資するものである。 
 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費

を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



 
 

参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

 

事業番号 ★Ｄ２３－２－２３ 

要綱上の事業名称 （19）被災者へのコミュニティ活動支援事業 

細要素事業名 メモリアルパーク整備事業 

全体事業費 215,538 千円【今回申請額 103,039 千円】 

≪事業概要≫ 
原町区の沿岸部に位置する北泉海浜総合公園は、市内で唯一の総合公園であり、震災以前は市内

外から年間１０万人を超える来場者が訪れ、大きな集客力を持つ市の観光スポットの一つであった。 

この北泉地区は、震災の津波により、甚大な被害を受け、多くの市民が津波で犠牲になった地区であ

り、災害危険区域等に指定されたことで、多くの住民が住居の移転を余儀なくされた。 

このことから、かつて人々の生活があり、且つ人々が集客する施設（海浜総合公園）があるこの場所に、

多くの犠牲者への追悼の意を込め、震災の記憶を後世に伝承するため、市内唯一のメモリアルパークを

整備する。 

整備面積Ａ＝２．０ｈａ（別添図面参照） 

 

≪事業期間≫ 

 平成２８～３２年度 

 

≪事業費≫ 

総事業費 ２１５，５３８千円 

（内訳） 

平成２８年度 測量設計費・用地費  １３，１３９千円（申請済）  

令和元年度  整備工事費      ９９，３６０千円（申請済） 

 令和２年度  整備工事費     １０３，０３９千円（今回申請） 

 

≪基幹事業との関連性≫ 

・事業番号及び事業名 

D－23－2 防災集団移転促進事業（原町区） 

・関連性 

  本事業は、防災集団移転促進事業による移転元の土地利用として、既存海浜総合公園の隣接

地にメモリアルパークを整備することにより、防災集団移転者を含めた地域住民の追悼やコミ

ュニティ活動の場とする。また既存公園と隣接することにより、相互利用を促し、一体的な維

持管理を行い、市民等の憩いの場とする。 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全て

の事業費を記載して下さい。※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★Ｄ２３－１－１６ 

要綱上の事業名称 （５）移転促進区域が含まれる区域の土地利用計画策定調査事業 

細要素事業名 移転促進区域等土地権利等調査事業（令和２年度分） 

全体事業費 １１２，４３４（千円） 

≪事業概要≫ 

防災集団移転促進事業により取得した土地については、土地改良事業、再生可能エネルギー事業、復興

工業団地造成事業、植物工場、海岸防災林造成事業等の復興事業が計画されている。これら復興事業に係

る事業用地の権利等調査を引き続き行い、土地情報を更新維持し円滑な復興事業推進を図るものである。 

 令和２年度については、防災集団移転促進事業移転元地の情報の調査・管理の他、跡地利用等に伴って

生じる所管替えや行政財産使用許可等の土地情報の更新等を行う。 

 

 

≪事業期間≫ 

平成２４年～令和２年度 

 

 

≪事 業 費≫  １１２，４３４千円 

平成２４～令和元年度事業費（Ａ）１０７，４８４千円 

令和２年度事業費（Ｂ）       ４，９５０千円 

既配分事業費（Ｃ）       １０７，４８４千円 

今回申請額（Ａ＋Ｂ－Ｃ））      ４，９５０千円 

 

≪基幹事業との関連性≫ 

事業番号及び事業名： D-23-1  防災集団移転促進事業（鹿島区）他 

本事業は、移転促進区域内の防災集団移転促進事業により取得した土地等の情報を調査するものである。 

 

 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費

を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 

 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 Ｄ２３－１－１８ 

要綱上の事業名称 （３７）震災・復興記録の収集・整理・保存 

細要素事業名 東日本大震災記録誌編さん事業 

全体事業費 １１，５５０千円 

≪事業の目的≫ 

東日本大震災の被害記録や市民の被災・避難体験、市の復旧・復興過程を後世に伝え、今後の市の

防災に役立てるため、発災時から復興過程までの資料などを収集、編さんして冊子を作成するもの。 

 なお、平成２４年度に南相馬市災害記録誌を発刊したが、平成２４年１２月までの事象を取りまと

めたものである。今回はその内容を包含しつつ、平成２９年度までの震災に関連する復旧、復興の取

り組みを対象とする。  

 

 

≪事業の内容≫ 

別紙のとおり 

 

 

≪事業期間≫ 

令和２年度 

 

 

≪事 業 費≫ 

令和２年度 震災記録誌 編集及び印刷製本業務委託 １１，５５０千円 

 

≪基幹事業との関連性≫ 

本事業は、防災集団移転促進事業等によって新たに形成された市街地の復旧復興の取り組みと、発

災時から復興過程までの災害記録誌を作成するものである。 

 

 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費

を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 



参考様式第３０及び参考様式第３３の別添３ 
市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★D23-2-24 

要綱上の事業名称 復興地域づくり加速化事業 

細要素事業名 復旧・復興関連道路補修事業 

全体事業費 ３４５，１３０千円 

≪事業概要≫ 
東日本大震災による南相馬市沿岸部の潰滅的な被害から復旧・復興するため、南相馬市復興総合計

画に基づき、復興に向けたまちづくり・地域づくりに必要となる各種事業を進めているところ。 
これら、復旧・復興事業等において必要となる盛土材等の土砂は、市内各所（130 カ所）等に点在

する土取場から搬入されており、その搬入路線において、大型車両等の交通量が「舗装計画交通量」

を超過し、著しい舗装の損壊を生じさせている。 
 本事業は、復旧・復興事業の土砂運搬車両等の運行により損壊した、道路舗装の補修を実施するも

のである。 
令和元年度 
 舗装修繕 Ｌ=２，１８０ｍ   

対象路線 ２路線（原町区） 
令和２年度 
 舗装修繕 Ｌ=４，５３５ｍ   

対象路線 ５路線（鹿島区１路線、原町区４路線） 
≪事業期間≫ 

令和元年度～令和２年度 
 

≪事 業 費≫ 
全体事業費 ３４５，１３０千円 
令和元年度 舗装補修工事  １００，３３５千円 （申請済） 
令和２年度 舗装補修工事  ２４４，７９５千円 （今回申請額） 
 

≪基幹事業との関連性≫ 
事業番号及び事業名 
D－23－1、2 防災集団移転促進事業（鹿島区、原町区） 
・関連性  
防災集団移転促進事業等、復旧・復興事業の土砂運搬等により損壊した道路舗装の補修を行うもので

ある。 

 

※この様式は、原則として、参考様式第３０及び参考様式第３３の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。 

※「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費

を記載して下さい。 

※細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 


